
第６回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

個 別 注 記 表
（2020年４月１日～2021年３月31日）

株式会社インバウンドテック

第６回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、計算書類の
個別注記表につきましては、法令及び当社定款に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（https://www.inboundtech.co.jp/）に掲載すること
により株主の皆様に提供しております。

表紙



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　15年～18年
構築物　　　　　　　　　　　　　20年
工具、器具及び備品　　　　４年～15年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用の
ソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づき、商標権については10
年で償却しております。

⑵　繰延資産の処理方法
株式交付費　　　　　　　　　　株式交付費は、支出時に全額費用処理しており

ます。
⑶　引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。なお、
当事業年度においては、貸倒実績はなく、また
貸倒懸念債権等も無いため、貸倒引当金を計上
しておりません。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地方消費税
は、当事業年度の費用として処理しております。
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２．追加情報
　新型コロナウイルス感染症について、当社の事業活動へ与える影響は限定的で
あります。したがって、新型コロナウイルス感染症の影響は軽微との仮定に基づ
き、会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染
症の収束状況によっては、将来において当社の財政状態及び経営成績に影響を及
ぼす可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 17,563千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

発行済株式

普通株式 663,000 191,100 － 854,100

合計 663,000 191,100 － 854,100

⑵　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないも
のを除く。)の目的となる株式の種類及び数

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首 増加 減少 当事業

年度末
第２回新株予約権
(2016年12月９日発行) 普通株式 38,100 － － 38,100 660

合計 38,100 － － 38,100 660
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 4,068千円
未払費用等 9,266千円
一括償却資産 299千円
資産除去債務 438千円

繰延税金資産合計 14,072千円

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用に関しては短期的な預金に限定し、投機的な取引は行わない
方針であります。運転資金及び設備投資資金の調達に関しては、原則として自己
資金によるものとしておりますが、必要に応じて金融機関からの資金調達を実施
する方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務で
ある買掛金、未払金及び未払費用については、概ね２カ月以内の支払期日であり
ます。借入金は金融機関から資金調達しており、当社に対する取引姿勢の変化等
により、資金調達が制限される流動性リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権については、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先
の状況を定期的にモニタリングすることでリスク低減を図っております。当社は、
管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新することにより資金調達に係る流動
性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 1,567,475千円 1,567,475千円 －千円

⑵ 売 掛 金 308,587 308,587 －

資 産 計 1,876,062 1,876,062 －

⑴ 買 掛 金 90,679 90,679 －

⑵ 短 期 借 入 金 120,000 120,000 －

⑶ １年内返済予定の
長 期 借 入 金 10,800 10,791 △8

⑷ 未 払 金 66,819 66,819 －

⑸ 未 払 法 人 税 等 62,482 62,482 －

負 債 計 350,781 350,773 △8

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産
(1）現金及び預金、(2）売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
負　債
(1）買掛金、(2）短期借入金、(4）未払金、(5）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
(3）１年内返済予定の長期借入金
　固定金利によるものについては、元利金の合計額を同様の新規借入を時価
評価時点で行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって
おります。変動金利のものは市場金利に基づいて利率を見直しており、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
該当事項はありません。
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７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 1,914円66銭
⑵　１株当たりの当期純利益 250円28銭

８．重要な後発事象に関する注記
株式取得による子会社化
　当社は、2021年３月22日開催の臨時取締役会決議に基づき、2021年４月１
日に株式会社NEXTから同社の子会社である株式会社シー・ワイ・サポートの普
通株式を取得し、当社の連結子会社といたしました。

１．企業結合の概要
(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社シー・ワイ・サポート
事業の内容　　　　電話による事務連絡の取次サービス業　等
資本金の額　　　　40,000千円

(2）企業結合を行った主な理由
　当社は24時間365日対応の多言語コンタクトセンター運営とセールスアウ
トソーシング事業を中心に、クライアントの様々な問題解決を支援することで
成長を続けてまいりました。
　今後も高い成長を持続するにあたっては、コンタクトセンターに求められる
事業継続のためのＢＣＰ対策（自然災害や火災などの緊急事態に遭遇した場合
において被害を最小限に抑えつつ、中心事業を継続あるいは早期復旧可能とす
るための計画）を強化してゆくことは必須の課題であると認識しております。
　こうした背景から、今般、岩手県花巻市に拠点を構えるコールセンター企業
であります株式会社シー・ワイ・サポートの株式取得による子会社化により、
当社グループにおける地方拠点としてＢＣＰ対策への寄与のみならず、オペレ
ーション人材と拠点の増強によって、経営目標達成のための一手となることを
期待し、全株式取得によって子会社化することに至りました。本件株式取得に
よって、当社グループの拠点は新宿本社、SATSUMA BPOセンター（鹿児島
県南さつま市）、株式会社シー・ワイ・サポート（岩手県花巻市、岩手県盛岡
市）の４拠点を国内に構える体制となります。
　今後は両社のリソース・ノウハウを相互に活用することにより、クライアン
トへさらに充実したサービスと高い安心を提供し、グループとして事業規模の
拡大、企業価値の向上を目指してまいります。
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(3）企業結合日
2021年４月１日

(4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称
株式会社シー・ワイ・サポート

(6）取得した株式の数及び議決権比率
15,400株　100.0%

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式会社シー・ワイ・サポートの株式を取得したた
めであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　現金　93,237千円
取得原価　　　　　93,237千円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　2,860千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。
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